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環境技術で世界に貢献する

ご あ い さ つ

株 主の 皆 様 へ
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　株主の皆様におかれましては、平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。　
ここに当社第153期中間期※1（2014年4月1日から2014年9月30日まで）のご報告を
申し上げます。

　1905年の創業以来、私たち月島機械グループは、常に社会とそこに暮らす人々への
想いを「技術」で示してまいりました。
様々な産業の基盤となるプラント設備や装置、日常生活になくてはならない社会インフラ

の一つである上下水道設備など、それぞれの領域における時代の要請に応じて
技術を開発・発展させ、社会と地球環境に貢献する企業として歩み続け、現在に至っ
ております。

　当社グループは昨年5月に策定した中期経営計画の2年目を迎えておりますが、
現在までの業績の進捗としましては、ほぼ順調に推移しております。当該計画において
は、「環境・エネルギー分野への注力」、「海外ビジネスの拡大」、「全社的なコスト
ダウン」という３つの基本施策のもと、2016年3月期における連結営業利益60億
円の達成に向け、鋭意事業活動を進めております。

　当社グループは、「わが社は最良の技術をもって産業の発展と環境保全
に寄与し、社会に貢献します」という企業理念のもと、企業としての
持続的な成長と、各種インフラ整備を担うプラント・エンジニアリング
企業としての責任を果たしてまいります。また、環境技術で世界へ
貢献できるよう日々の事業活動に精進してまいる所存です。
　株主の皆様からの一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し
上げます。

代表取締役社長

2014年12月
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月島機械グループを取り巻く事業環境について
お聞かせください。Q1

中期経営計画の進捗状況についてお聞かせく
ださい。Q2

昨年末に新社屋への移転が無事終わり、新
たな事業拠点のもとで今後、会社が目指す
方向性についてお聞かせください。

Q3

　当社を取り巻く事業環境としましては、国内においては景気が
緩やかに回復し企業収益が改善する中、設備投資需要は持ち直
しの動きを見せております。
　海外においては、設備投資需要が底堅く推移していたものの、
海外の一部で景気の下振れリスクが顕在化したことから、地域に
よって不透明感が続く状況下にありました。
　このような環境の下で当社グループは、国内外における公共
分野および各種産業分野における設備投資需要ならびに環境対
策需要の取込みを展開し、受注の確保を進めております。

　中期経営計画では、「環境・エネルギー分野への注力」と「海外
ビジネスの拡大」、「全社的なコストダウン」という３つの基本施策
を展開しております。
　事業別の状況について申し上げると、水環境事業においては
国内の上下水道施設向け汚泥処理設備の受注が順調に推移して
います。また、産業事業においては海外の一部地域における不透
明感はあるものの、国内外ともに設備投資需要や環境投資需要
の取込みが出来ております。また中期経営計画の新しい施策とし

て、バイオマスを中心とした未利用エネルギーおよび再生可能エ
ネルギーの固定価格買取り制度（FIT）を活用した発電事業もス
タート致しました。
　これらの取組みを推進することで、中期経営計画の最終年度で
ある2016年3月期の営業利益目標60億円の達成を目指します。

　昨年実施した新社屋の建設・移転は、当社グループが次なる
100年に向け更なる企業の発展と飛躍を決意した「証」でもあり
ます。来年8月に当社グループは110周年を迎えますが、110周年
も通過点に過ぎません。
　当社グループは今後も世の中が求める技術・サービスを継続的
に提供することで、国内外における各種産業の発展に貢献する
企業であるとともに、グループで保有する環境技術を活用して世
界に貢献する企業であることを目指します。

〈注釈〉※1. 第2四半期累計期間を「中間期」と記述しております。
　　　   



製糖技術で獲得した
コア技術とそれらの

応用発展

（3億58百万円の減益）

（2億59百万円の減益）

（2億81百万円の減益）

当社は、製糖機械の設計、製造
の過程で培われた「反応、晶析、
蒸留、分離、ろ過、乾燥、焼却、
燃焼、溶融、貯留、真空」をコア
技術として保有し、それらを
多種多様な分野に応用、展開す
ることで発展してまいりました。

241億99百万円
（17億78百万円の減収）

102億89百万円
42.5%

138億88百万円
57.4%

産業事業

全社売上高

水環境事業

21百万円
0.1%

その他

　　1億46百万円
　　4億80百万円
3億42百万円

　当中間期における当社を取り巻く市場環境は、景気について一部に弱さが見られるものの
緩やかな回復基調が続いております。国内における設備投資は増加傾向にありますが、このと
ころ一部では弱い動きも見せ始めております。海外においては緩やかな回復が続いているも
のの、欧米および新興国経済の先行き不透明な状況から景気の下振れリスクに留意しなけれ
ばならない状況が続いております。このような環境の下で当社グループは、水環境事業におい
ては、国内上下水道設備の増設・更新需要の取込みや施設の運転管理、維持管理業務の営業
活動を推進してまいりました。また、設備の建設と長期の維持管理業務が一体となった
PFI/DBO事業に加え、FITを活用した発電事業の営業展開を進めてまいりました。産業事業に
おいては、国内外の各種産業分野におけるプラントおよび単体機器、さらには、環境関連設備
の営業活動を展開してまいりました。また、手持工事の完成に向けて尽力するとともに、価格競
争力確保のために海外を含む新規ベンダーの開拓や、主要機器の一部を海外企業へ製造委託
していくなどのコストダウン活動を引き続き展開し、工事採算の向上を図ってまいりました。
　その結果、当中間期における当社グループの業績は次のとおりとなりました。

事 業 の 概 況
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■当中間期の売上高およびセグメント別売上高（対前年同期比）

■当中間期の営業利益および経常利益ならびに中間純利益（対前年同期比）

営業利益

経常利益

中間純利益

コア技術コア技術
反応・晶析・蒸留
分離・ろ過
乾燥

焼却・燃焼・溶融
貯留
真空

反応・晶析・蒸留
分離・ろ過
乾燥

焼却・燃焼・溶融
貯留
真空



水環境事業

産業事業

●浄水処理設備

●下水処理設備

●上記設備の
　維持管理、
　運転管理業務

●産業プラント・機器
 （化学・鉄鋼・食品分野等）

●各種焼却プラント

■前中間期　■当中間期

受注高

（百万円）

18,302

26,454

■前中間期　■当中間期

売上高

（百万円）

13,888
15,462

■前中間期　■当中間期

営業利益

（百万円）

110

△ 52

■前中間期　■当中間期

売上高

（百万円）

10,28910,492

■前中間期　■当中間期

営業利益

（百万円）

△4

522

■前中間期　■当中間期

受注高

（百万円）

16,494
14,954
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主な
受注案件

主な
売上案件

藤沢市向け辻堂浄化センター
２号汚泥焼却炉設備改築機械設備工事

日本

神奈川県向け
相模川流域下水道右岸処理場
焼却炉改築工事（機械・電気）

千葉市向け南部浄化センター
消化ガス発電設備

日本

韓国

韓国

日本

日本

北千葉広域水道企業団向け北千葉浄水場
排水処理施設２系脱水機設備更新工事

（注）主な売上案件には、工事進行基準案件も含まれております。

主な
受注案件

主な
売上案件

化学メーカー向け
樹脂製造設備

鉄鋼メーカー向け
ガスホルダ

化学メーカー向け
合成樹脂用乾燥機

化学メーカー向け
化学品製造設備

日本

日本

合成樹脂用乾燥機

消化ガス発電設備

汚泥焼却炉（次世代型汚泥焼却システム）

樹脂製造設備



中間期（第２四半期累計期間）配当

連結財務諸表（要約）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形及び売掛金

　　有価証券

　　たな卸資産

　　その他

　固定資産

　　有形固定資産

　　無形固定資産

　　投資その他の資産

資産合計

55,294

19,887

20,135

7,500

4,726

3,044

35,444

12,398

645

22,399

90,738

65,064

17,201

33,034

6,500

2,928

5,400

33,624

12,621

658

20,344

98,688

負債の部

　流動負債

　　支払手形及び買掛金

　　短期借入金

　　前受金

　　賞与引当金

　　完成工事補償引当金

　　その他

　固定負債

　　長期借入金

　　退職給付引当金

　　その他

負債合計

純資産の部

　株主資本

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

　その他の包括利益累計額

　少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計

20,283

8,722

569

3,827

1,643

1,033

4,487

13,579

3,014

6,560

4,004

33,862

51,027

6,646

5,485

39,495

△600

5,480

368

56,876

90,738

29,639

14,724

442

4,453

1,834

1,132

7,051

13,315

3,218

6,828

3,268

42,954

51,114

6,646

5,485

39,580

△599

4,219

399

55,734

98,688
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（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位未満切捨てで表示しております。）

■連結貸借対照表

●中間期（第2四半期累計期間）配当の実施
　当社は、「財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、毎期の
業績、新規投資、連結配当性向等を総合的に勘案しなが
ら安定配当に努める」ことを利益配分の基本方針として
おり、当中間期における配当を１株当たり8円とするこ
とといたしました。
　※2014年10月30日にプレスリリースを行っております。

　当期の配当予想としましては、前期と同様に年間配当金
を17円（中間期配当8円、期末配当9円）としております。

　※2014年5月12日に公表した決算短信にて配当予想を掲載済み

当中間期末
（2014年9月30日現在）

前期末
（2014年3月31日現在）

当中間期末
（2014年9月30日現在）

前期末
（2014年3月31日現在）



売上高

売上原価

　売上総利益

販売費及び一般管理費

　営業利益

営業外収益

　受取利息

　受取配当金

　その他

営業外費用

　支払利息

　その他

　経常利益

特別利益

特別損失

　税金等調整前中間純利益

　法人税等

　少数株主損益調整前中間純利益

　少数株主利益又は少数株主損失（△）

　中間純利益

24,199

19,244

4,955

4,808

146

413

24

207

181

79

36

43

480

207

51

636

300

336

△5

342

25,977

20,773

5,204

4,699

505

327

24

206

96

92

42

50

740

497

133

1,103

435

668

44

623

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高 

4,586

△267

△628

△4

3,686

23,661

27,347

4,161

△1,912

△584

138

1,803

22,865

24,668
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当社決算の特長 売上高計上は第4四半期に集中

2012年3月期から2014年3月期までの四半期毎の売上高計上額

第1四半期

■2014年3月期 ■2013年3月期 ■2012年3月期

第2四半期

第3四半期

第4四半期

0 10,000 20,000 30,000 単位：百万円

（単位：百万円）（単位：百万円）■連結損益計算書 ■連結キャッシュ・フロー計算書
　当中間期
 自　2014年4月  1日
 至　2014年9月30日

　前中間期
　自　2013年4月  1日
　至　2013年9月30日

　当中間期
  自　2014年4月  1日
  至　2014年9月30日

　前中間期
  自　2013年4月  1日
  至　2013年9月30日

■売上高の計上が第４四半期に集中するため、第１～第２四半
期は前第４四半期に計上した営業債権・債務(受取手形及び
売掛金、支払手形及び買掛金）が減少し、総資産は前期末に
比較して減少する傾向にあります。

■受注から納期までのリードタイムは概ね1年から3年となり
ます。



トピックス：

7

下水汚泥燃料化施設における炭化設備

大阪市平野下水処理場 PFI事業範囲

石炭火力発電所（株）バイオコール大阪平野（SPC）

脱水汚泥

有効利用有価物

燃料化物

●下水汚泥の資源化促進
●温室効果ガス削減（1,500ton-CO2/年）

燃料化施設

（大阪市所有）

●新エネルギーの普及拡大
●温室効果ガス削減（10,000ton-CO2/年）

■ 下水汚泥燃料化技術を活用したPFI事業の開始

　当社は、電源開発株式会社およびバイオ
コールプラントサービス株式会社と共同で
2012年に大阪市と事業契約を締結した
「大阪市平野下水処理場　汚泥固形燃料化事
業」に関し施設の建設を完了し、本年4月より
事業運営を開始いたしました。
　本事業は、下水汚泥低温炭化燃料製造施設
の設計・建設、維持管理・運営から、燃料化
物の石炭代替としての有効利用までを一貫
体制で実施する、日本初のPFI事業による下水
汚泥燃料化リサイクル事業です。
　本事業は下水汚泥の資源化を促進するとと
もに、温室効果ガスの削減による地球温暖化
防止に貢献するものです。

　本事業は、上記3社で共同設立した特別目
的会社である株式会社バイオコール大阪平野
が、2014年4月から2034年3月までの20
年間にわたり同施設の維持管理・運営および
燃料化物の買取りを行い、燃料化物は電源開
発の石炭火力発電所等において石炭と混焼
利用する計画です。
　下水汚泥は、カーボンニュートラルなバイオ
マス資源です。本事業では、下水汚泥から燃料
化物を製造し、石炭の代替燃料として有効利
用することで、下水汚泥の資源化促進と温室
効果ガスの削減による地球温暖化防止に貢献
することを目的としています。また本事業で
は、民間企業の持つ資金調達力と経営面およ
び技術面のノウハウを活用した、PFI方式が採
用されています。

■ 汚泥固形燃料化事業イメージ

燃料化物
買取り
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■ 未利用バイオマスおよびFITを活用した下水汚泥消化ガス発電事業がスタート

　当社は、長崎県大村市の下水処理施設である大村浄水管理セ
ンターにて、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）を
活用した「大村浄水管理センター消化ガス発電事業」（以下、「本
事業」）における発電施設「大村消化ガス発電所」を自己資金に
て建設し、7月より発電事業を開始いたしました。
　下水汚泥処理の過程で発生する消化ガスは、メタンを主成分
とする可燃性ガスであり、未利用の再生エネルギー源であるこ
とから地球温暖化対策の一つとして有効利用が期待されてい
ます。当社は下水処理場における汚泥処理に強みをもち、下水
汚泥消化設備、消化ガス貯留設備およびガス発電利用設備の
豊富な実績を誇ります。
　また、上下水道におけるPFI・DBO事業をはじめとした
「ライフサイクルビジネス」を積極的に展開し、長期事業運営に
必要な豊富な実績とノウハウを培ってきました。
　本事業においてもそれらを最大限に活かし、効率的かつ安定
した地球環境に優しい発電事業の運営を行ってまいります。

■ 事業スキーム

【発電事業者】
【電力会社】

●設備投資
●発電設備の建設
●発電事業の運営

消化ガス売却
土地占用許可

基本協定
ガス売買契約目的外使用承認

固定価格買取制度
（FIT）

固定価格買取制度
（FIT）温水供給

消化ガス料金
土地使用料
固定資産税

電力売却

電力買取

設備認定

系統連系
特約契約

大村消化ガス発電所全景

■大村浄水管理センター消化ガス発電事業概要
1．施 設 概 要：消化ガス発電設備  １式
                  　　設備容量  250kW（ガスエンジン25kW×10台）
2．年間発電量：約1,900,000kWh（一般家庭 約500世帯相当）
3．発電事業期間：2014年7月～20年間

トピックス：
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塩酸回収装置

硝酸回収装置

■ 大同ケミカルエンジニアリング株式会社をグループ化

　当社は、2014年10月6日に大同ケミカルエンジニアリング株式会社の
全株式を取得し、子会社化（グループ化）いたしました。大同ケミカルエンジ
ニアリング株式会社は、蒸発濃縮・吸収・晶析・透析技術を中核として創
業以来76年にわたり高度な技術を蓄積してきたエンジニアリング会社で
す。近年では、特に半導体分野等における各種製造工程より排出される廃酸
処理分野においては独自の技術を構築し、エンジニアリング業務を通じて、
貴重な資源の回収・再生・循環使用の推進を図りながら地球環境の保全に
貢献しております。
　大同ケミカルエンジニアリング株式会社を当社グループに迎え入れるこ
とにより、従来の当社グループでは成し得なかった幅広い廃酸・廃液処理
分野への対応が可能となります。また、国内外および多種多様な産業分野へ
の販売網の拡大と相互の技術交流により、更なる廃液・廃酸処理技術の
向上を図り、競争力の強化に努めてまいります。
　※本件の取締役会決議およびプレスリリースは2014年9月25日に、
株式譲渡は2014年10月6日に実施しております。



トピックス：
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■ 当社子会社の事業用地にてFITを活用した太陽光発電事業がスタート
　当社の子会社で廃棄物処理事業を展開して
いるサンエコサーマル株式会社（本社：栃木県
鹿沼市、社長：本橋時男、以下「SET」）は、同社
事業用地にて太陽光発電施設（名称：サンエコ
ソーラーファーム）を建設し、10月より運転を
開始しました。当該施設における発電出力は約
750kW（太陽電池モジュール出力）で年間予想
発電量は800,000kWhを見込んでいます。
　また、本件は再生可能エネルギーの固定価格
買取制度（FIT）を活用し、全量を東京電力へ
売電します。この年間発電量は一般家庭の年間
消費電力量※1の約220世帯分に相当するもの
です。
　SETでは、産業廃棄物および一般廃棄物の
減量・無害化のため安定した廃棄物焼却処理
事業を基幹事業として展開しています。
　また、1998年からはサーマルリサイクルと
して焼却廃熱を活用した発電・売電事業を推
進することで、栃木県を中心とした周辺地域に
おける循環型社会の構築に貢献しています。
　当社グループは中期経営計画の基本施策の
一つである「環境・エネルギー分野へ注力」に
基づき、グループ全体で省エネルギー、創エネ
ルギー事業の展開をしております。
　このたびのSETにおけるサンエコソーラー
ファームの稼働開始により、複合的且つ安定的
な廃棄物処理とともに再生可能エネルギーを
活用した創エネルギー事業も推進してまいり
ます。
（注釈）※1（一般家庭1世帯＝3,600kWhで計算）

〈太陽光発電施設概要 〉
１．事 業 所 名：サンエコソーラーファーム
２．施 設 概 要：太陽光発電設備　１式　設備容量　750kW（多結晶シリコンパネル）
３．年間発電量：約800,000kWh（一般家庭 約 220世帯相当）
４．発電事業期間：2014年10月～20年間

SET廃棄物焼却設備外観

太陽光パネル設置状況
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CSRへの取り組み

月島機械グループのCSR活動

■ 当社晴海新本社ビルにおける環境負荷低減の取組み

■ 企業理念

1、わが社は最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献します1、わが社は最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献します

1、わが社は市場のニーズを先取りし、最良の商品とサービスを顧客に提供します1、わが社は市場のニーズを先取りし、最良の商品とサービスを顧客に提供します

1、わが社は創意と活力によって発展し、豊かで働きがいのある企業をめざします1、わが社は創意と活力によって発展し、豊かで働きがいのある企業をめざします

　昨年１２月に移転した晴海新本社ビルは旧本社ビルより延床面積が約22%増加していますが、さまざまな省エネ設備を導入したこ
とにより、電力使用量は各月平均で約25%減少しました。今後、省エネ設備の運用を最適化することで更なる省エネを図り、環境技術
で世界に貢献する企業の１社として、環境への配慮に努めてまいります。

■晴海新本社ビルにおける主な省エネ設備 ■晴海新本社ビルと旧本社ビルの電力使用量比較

■太陽光発電
■LED照明、自然採光光

■雨水利用システム水

■氷蓄熱システム
■高性能ガラス熱

■エネルギー管理システム
■照明制御制御
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各月平均で約25%減少

■旧本社ビル〔2013年実績〕
■晴海新本社ビル

氷蓄熱システム

太陽光発電
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Corporate  Social  Responsibility

事業活動を通じた地域貢献

■ 地域事業所における美化・清掃パートナーシップの締結

　当社グループ企業であるTTMSは大阪広域水道企業団と「災害時における応急措置等の協力に関する協定書」を締結しました。
本件は、地震・風水害等の大規模な災害が発生した際、当該企業団が運営する水道施設が被災した場合における応急措置活動（水道
施設の機能回復、資機材や技術力、労務の提供）を行うものです。本協定の締結により、災害発生後の復旧活動や市民生活の復興
に貢献してまいります。

■ 災害時における協力体制構築に関する協定書の締結

　当社グループ企業である月島テクノメンテサービス株式会社（東京都
江東区、以下「TTMS」）は、愛知県犬山市と、「愛・道路パートナーシッ
プ事業協定書」を締結致しました。
　本件は、犬山市および愛知県の道路管理者である愛知県一宮建設
事務所およびTTMSほか実施団体が協力して道路の清掃、美化活動
を行い、これを通じて地域の共有財産である道路への愛着心を深め、道
路利用者への環境意識の高揚を図るとともに地域にふさわしい道づく
りに資することを目的としたものです。上下水道施設などの社会イン
フラの維持運営を担う当社グループは、各種事業を行う地域における環
境活動に積極的に関与しております。

美化活動の様子



株 式 の 状 況 および 株 主優 待 制 度

13

(2014年9月30日現在)

■所有者別株式分布状況

■株式の状況
発行可能株式総数

発行済株式の総数
（自己株式 1,119,941株を含む）

株主数

180,000,000株

45,625,800株

4,410名

■大株主
株主名

富士電機株式会社

大同生命保険株式会社

太陽生命保険株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社日本製鋼所

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

ｻﾞ ﾁｪｰｽ ﾏﾝﾊｯﾀﾝ ﾊﾞﾝｸ ｴﾇｴｲ ﾛﾝﾄﾞﾝ ｴｽ ｴﾙ ｵﾑﾆﾊﾞｽ ｱｶｳﾝﾄ

東洋電機製造株式会社

応用地質株式会社

持株比率（％）

12.57

4.49

4.23

3.40

3.02

2.92

2.37

2.35

1.97

1.95

持株数（千株）

5,597

2,000

1,885

1,516

1,344

1,300

1,055

1,049

880

872

株主優待制度のご案内

1,000株以上ご所有の
すべての株主様にすべての株主様に
新潟県魚沼産の新潟県魚沼産の
コシヒカリ新米4kgをコシヒカリ新米4kgを
年1回進呈しております。年1回進呈しております。

1,000株以上ご所有の
すべての株主様に
新潟県魚沼産の
コシヒカリ新米4kgを
年1回進呈しております。

（注）1. 当社所有の自己株式1,119,941株は、上記の表には含めておりません。
　　2. 持株比率は、自己株式1,119,941株を控除して計算しております。

（注）1.毎年３月末日最終の株主名簿に記録された1,000株以上ご所有の
株主様に対して、10月中旬に一律に新米（新潟魚沼産コシヒカリ）
4kgをご送付いたします。

　　2.毎年9月末日最終の株主名簿に記録された1,000株以上ご所有
の新規株主様に対して、11月中旬に一律に新米（新潟魚沼産コシ
ヒカリ）4kgをご送付いたします。

1,119千株 2.45%
自己株式

300千株 0.66%
金融商品取引業者

■
発

発
（

7,595千株 16.65%
個人その他

外国法人等

5,192千株 11.38%

金融機関

11,838千株
25.95%

19,578千株
42.91%

その他の法人

ご

の株以上ご所有株以上ご所有株以上ご所有のの株以上株以 の株以以 の株以上ご所有株以上ご所株以上ご所有の

■大
株主

富士

大同

太陽

ご案内

の上ご所有以上ご所有以上ご所有のの以上以株以以以上ご所有以上ご株以上ご所有の



（注）1. 取締役寺西正司、重兼壽夫の両氏は､社外取締役であります。
　　2. 監査役髙石健雄､尾内正道の両氏は､社外監査役であります。

（注釈）※1　2014年10月6日付

会 社 情 報
(2014年9月30日現在)

■会社概要
本　社 東京都中央区晴海三丁目5番1号

創　業 明治38年(1905年)８月

資本金 6,646,801,824円

従業員数 連結　2,185名

 単体　　709名

主な事業所

支　社 東京支社､大阪支社

支　店･営業所 札幌支店､仙台支店､横浜支店、

 名古屋支店､広島支店､福岡支店

 沖縄営業所

事業所 市川事業所

 (市川工場､研究所)

海外駐在員事務所 ハノイ駐在員事務所

 ジャカルタ駐在員事務所

 ムンバイ駐在員事務所

■月島機械グループ（子会社）
月島テクノメンテサ一ビス株式会社

サンエコサーマル株式会社

月島環境エンジニアリング株式会社

寒川ウォーターサービス株式会社

月島マシンセールス株式会社

月島ビジネスサポート株式会社

大同ケミカルエンジニアリング株式会社※1

テーエスケーエンジニアリング（タイランド）CO.,LTD

月島環保機械（北京）有限公司

ツキシマエンジニアリングマレーシアSDN.BHD.

テーエスケーエンジニアリングタイワンCO.,LTD

ツキシマエンジニアリングシンガポールPTE.,LTD

■役員
代表取締役社長兼社長執行役員

取締役兼常務執行役員

取締役兼常務執行役員

取締役兼執行役員

取締役兼執行役員

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）

監査役

監査役

監査役（非常勤）

山田　和彦

中島　和男

吉川　　孝

牧　　虎彦

渡邊　彰彦

寺西　正司

重兼　壽夫

石山　勝己

髙石　健雄

尾内　正道

すべての株主様に
新潟県魚沼産の
コシヒカリ新米4kgを
年1回進呈しております。

本社 市川工場・研究所
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事業年度 4月1日～翌年3月31日

1単元の株式数 100株

期末配当金受領株主確定日 3月31日

中間配当金受領株主確定日 9月30日

定時株主総会 毎年6月

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社特別口座管理機関

 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同連絡先 〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号

 TEL 0120-232-711（通話料無料）
 〈平日9：00-17：00〉

公告の方法 電子公告による

公告掲載URL　 http://www.tsk-  .co.jp

証券コード　 6332

■お知らせ■
1.ご注意
⑴株主様の住所変更、単元未満株式の買増・買取請求その他各種お
手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機
関（証券会社等）で承ることとなっておりますので、口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ 信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
⑵特別口座に記録された株式に関する各種お手続き（買取請求等）
につきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関になっており
ますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）に
お問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行各支店にてもお取次ぎ
いたします。
⑶未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店で
お支払いいたします。

2.配当金計算書について
　「配当金計算書」を同封いたしております。配当金をお受取になった後の
配当金額のご確認や確定申告の資料としてご利用いただけます。

　なお、配当金を証券口座でお受取り（株式数比例配分方式）の株主様は、
お取引のある証券会社へご確認ください。

株 主 メモ

ホームページのご案内

当社ホームページでも積極的な情報開示を行っております。
ぜひご覧ください。

東京都中央区晴海三丁目5番1号
TEL：03-5560-6511（代表）

当社の事業をより詳しくご説明した「インベスターズ・ガイド」を
発行しております。ご希望の方は、下記連絡先までご連絡下さい。
郵送にて送付いたします。
連絡先：経営企画部（広報・IR担当）　TEL：03-5560-6513

http://www.tsk-g.co.jp

インベスターズ・ガイドのご案内

(ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします）

ぜひご覧ください。
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